
介護分野の文書負担軽減について

全国老施協令和元年度
指導監査対応委員会

全国担当者会議（2020.2.4）

公益社団法人 全国老人福祉施設協議会
介護保険事業等経営委員会

委員長 桝 田 和 平

事務の簡素化・標準化・・・いよいよスタート
国レベルの取組を各自治体へも進めていくのは・・・

社会保障審議会介護保険部会（参考資料20191227）なぜ、なかなか進まないのか？

介護保険部会
に専門委員会
を設置し、

文書量半減を

めざすことと
なった。
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事業者代表の一員として
全国老施協では、桝田
が委員として参加
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社会保障審議会介護保険部会（参考資料20191227）
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社会保障審議会介護保険部会（参考資料20191227）
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処遇改善加算（２種類）の統一様式は、Ｒ２年度から適用されるが、
各都道府県・市町村の独自様式の撤廃・簡素化が一番の課題！！

課題：各県・市町村は、待っていても動かない？
働きかけが必要・・・・さもなければ「格差」が
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対応している自治体とそうでない自治体では、大きな差が・・・ローカルルールの拡大が
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ローカルルールの詳細は、国（厚生労働省）は知らない！
「事例集め」こそが重要

・・・しかし、何がローカルルールなのか分からない事業者も・・・

「介護職員等の処遇改善加算（添付文書）」が最大のローカルルール
また、あまりにも酷い添付文書の要求も （周知証明・個人別年収等）
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諸様式を「厚生労働省のホームページ」から「ダウンロード」して、
諸申請・届を事業者に提出するのが理想では・・・・
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簡素化・標準化は、各県老施協がどのように働きかけるかに係っている！
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